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第１章 西伊豆町総合計画の策定に当たって 

 

第１節 計画策定の趣旨 

 平成 17 年４月１日に旧西伊豆町と旧賀茂村が合併し、新しい西伊豆町が誕生しまし

た。合併に際して定めた「新町建設計画(※)」を踏まえ、平成 18年度から平成 27年度を

計画期間とする「第１次西伊豆町総合計画」を策定し、基本構想に掲げたまちの将来像

である“ふるさと”と言いたくなる夕陽のまち「西伊豆町」の実現に向けて、豊かな地

域資源を有効活用し、子どもから高齢者まで全ての住民が安心して安らぎのある生活が

でき、訪れる観光客には「癒し」を与えることができるような、心安らぐふるさとづく

りを進めてきました。 

 この間、少子高齢化は想定を大きく上回る速さで進行し、また、長引く景気の低迷な

どにより、地方自治体の運営を取り巻く環境は大きく変化しました。特に平成 23 年３

月に発生した東日本大震災は、本町のみならず、全国の地震・津波対策を根本から揺る

がすこととなりました。本町でも平成 25 年７月に豪雨による災害が発生し、危機管理

の重要性など、これまでとは異なるアプローチによるまちづくりの必要性を認識させら

れました。 

 

 このような厳しい状況変化に対応するため、本町では将来におけるあるべき姿の実現

に向け、基本的な指針となる新たな総合計画「第２次西伊豆町総合計画」を策定いたし

ました。 

 さらに、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靭化基本法（平成 25 年法律第 95 号）」に基づく、「国土強靭化地域計画」（以下「強靭

化計画」という。）として一体的に策定しました。 

 

  

第１編 総 論 
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※前期基本計画の計画期間は令和６年度までの５年間ですが、本計画の各施策の目標値

は令和５年度としています。これは、令和６年度に策定予定の後期基本計画に各施策の

成果指標を反映させやすくするためです。

なお、後期基本計画には、前期基本計画の検証結果を反映させるとともに、社会経済状

況の変化や新たな住民のニーズなどを踏まえた上で改めて策定します。 

基本構想を実現するために取り組む
具体的な施策の体系を明らかにしたものです。

基本計画で定めた施策を具現化するための事業計画です。
事業の進捗状況等を踏まえ、毎年度見直しを行います。

実施計画（毎年度更新）

基本構想（10年間）

目指すまちの将来像への方向性や目標を明らかにし、
これを達成するための基本的な施策の大綱となります。

令和
８年度

令和
９年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
７年度

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間）

(2029)(2028)(2027)(2026)(2025)(2024)(2023)(2022)(2021)(2020)

第２節 計画策定方法 

 総合計画の策定に当たっては、平成 30 年９月 14 日から 10 月５日までの間、住民の

意見を反映させるための住民アンケートを実施しました。また、平成 31 年３月には、

住民で組織するまちづくり懇話会を設置し、計３回の懇話会でまちづくりの意見を伺う

とともに、各産業分野の経験者、各種団体の代表、学識経験者で組織する西伊豆町総合

計画審議会の審議を経て、取りまとめたものです。 

 

第３節 計画の構成と期間 

 この総合計画は「基本構想」「基本計画」及び「実施計画」により構成されています。

また、それぞれの役割に応じて期間を設定しています。 
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資料：下田地区消防組合西伊豆消防署提供資料 
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第２章 西伊豆町のすがた 

 

第１節 位置・面積 

 本町は、静岡県東部、伊豆半島西海岸のほぼ中央に 

位置し、西側は駿河湾に、東側は急峻な山並みの天城 

山系が連なり、北と南にその支脈が海岸まで迫ってい 

ます。北は伊豆市、南は松崎町、東は河津町に接し、 

東西約 12.5㎞、南北約 12㎞で面積は 105.54㎞ 2の町 

域です。 

 

地目 山林 農地 宅地 その他 合計 

面積 81.04㎞ 2 2.89㎞ 2 1.56㎞ 2 20.05㎞ 2 105.54㎞ 2 

比率 76.8％ 2.7％ 1.5％ 19.0％ 100.0％ 

（資料：H30.1.1 固定資産税概要調書） 

 

 

 

第２節 気候・地勢 

 本町の気候は、黒潮の影響を強く受け、年間を通じて温暖な海洋性気候で、最近３年

間（平成 28～30年）の平均気温は約 17.2℃と比較的過ごしやすいものの、近年は地球

温暖化の影響もあり、上昇傾向にあります。また、年間降雨量は平均約 1,640㎜と農作

物の栽培に適した条件を備えています。 

 

本町は、富士箱根伊豆国立公園及び名勝 

伊豆西南海岸の指定を受けており、また、 

平成 30年度には伊豆半島ジオパーク(※)と 

してユネスコ世界自然遺産に認定されるな 

ど、美しい自然景観に恵まれています。ま 

た、急峻な山岳が海の近くまで迫り、全般 

的に起伏が激しく、中小の河川が駿河湾に 

注いでいるのが特徴です。   
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第３節 変遷 

 本町の歴史は古く、縄文時代に狩猟民族が住み着いたと思われる築地遺跡、安良里大

岩山中楠ノ段からは弥生時代のものと思われる磨石斧、田子では古墳時代の古墳と推定

される辰ヶ口岩陰遺跡が発見されています。また、日本紀略に記述されている崇神天皇

14年（紀元前 84年）「伊豆国巨船を献ず」とありますが、沢田の鴨が池、鍛冶屋浜等の

地名がこれに関係しているのではないかという説もあります。 

 奈良時代には、平城京跡出土の木簡によって、田子（多具里）、仁科（江田里）から

朝廷へ堅魚（鰹節）が貢納されたことが明らかにされています。 

 延喜５年（905年）醍醐天皇の命により編纂が始まった延喜式神名帳には、式内社と

して宇久須神社をはじめ町内６社の名が記されています。 

 応永 22年（1415年）安良里に天医山龍泉寺が僧天英により開山されましたが、この

ころから各地区で神社が創立し、寺院が開山しています。 

 検地の行われた文禄慶長の頃には、すでに宇久須村、安良里村、田子村、浜村、中村、

一色村、大沢里村がありました。 

 江戸時代には伊豆は幕府の天領でありましたが、後に宇久須村、田子村、浜村、中村

は掛川藩太田氏の支配地となり、安良里村は旗本間部氏、一色村、大沢里村は旗本岩瀬

氏の知行所として幕末まで続きました。 

 明治維新以降は、明治元年から韮山県、同４年からは足柄県、同９年から静岡県の所

属となりました。明治 12年郡制施行によって那賀郡の管轄下におかれ、明治 22年には

町村制の施行によって、浜村、中村、一色村、大沢里村が合併して仁科村となり、田子

村は旧名のまま新しい田子村となりました。明治 29 年には賀茂郡の管轄下となりまし

たが、大正 12 年に郡制が廃止となり、行政区としての賀茂郡が解消されました。昭和

31年３月、仁科村と田子村が合併し西伊豆町に、昭和 31年９月、宇久須村と安良里村

が合併し賀茂村に、平成 17 年４月１日に賀茂村と西伊豆町が合併し、現在の西伊豆町

が誕生しました。 
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資料:国勢調査
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資料:国勢調査

第４節 人口・世帯構造 

 本町の人口は、著しく減少しています。一方、世帯数は人口に比べると緩やかな減少

となっており、人口減少が進行する中、単身世帯や少人数世帯が増加していることがう

かがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢階層別に見ると、年少人口（0～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）は大きく減

少しています。一方、老年人口（65歳以上）は増加しており、平成２年以降は年少人口

を、平成 27年には生産年齢人口を上回っています。 

 

 

  



7 

 

59

83

121

151

132

108

129

127

178

262

206

251

290

397

418

316

254

179

77

12

3

49

84

120

152

97

82

76

139

175

212

220

206

306

441

421

434

392

274

185

51

3

0 100 200 300 400 500

0100200300400500

0～ 4

5～ 9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～94

95～99

100～

人口ピラミッド 男性 女性

人

人
（平成31年４月１日現在）

男性合計

3,753人

女性合計

4,119人

資料:住民基本台帳

H25 H26 H27 H28 H29 H30

転入数 215 185 230 172 196 211

転出数 261 296 248 250 259 242

出生数 23 33 12 19 24 23
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増減数 ▲ 204 ▲ 266 ▲ 192 ▲ 245 ▲ 229 ▲ 204
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資料:住民基本台帳

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口の社会増減を見ると、毎年、転出者が転入者を上回っています。 

 自然増減を見ると、毎年、死亡数が出生数を上回っており、その差は年々大きくなっ

ています。 

 また、年間の増減数は、ほぼ毎年 200人を超える減少数となっています。 
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第５節 産業 

 本町の産業別就業人口は、平成 27 年国勢調査によると、第１次産業 189 人、第２次

産業 683人、第３次産業 2,741人となっています。 

 かつては、山林を中心とした林業、平坦地を中心とした農業、それに鰹やサンマ船な

どの漁業を中心とした水産業が営まれてきましたが、時代の変化に伴う産業構造の変化

等により第１次産業は年々減少しています。 

 産業別比率では、第３次産業の占める比率が高く、中でもサービス業のウエイトが高

く、産業の中心となっています。 

 

 農業は、温暖多湿な気候と天城山系の清流を活かし、平成 29 年度に「静岡水わさび

の伝統栽培」として世界農業遺産(※)に認定されたわさびや、花卉などの農作物が生産さ

れていますが、後継者不足や従業者の高齢化などが課題となっています。 

 林業は、従事者数も少なく、人工林の計画的な施業がなされていない中で、経済性よ

りはむしろ自然資源としての森林の保全や開発との調和が求められています。 

 漁業は、近海漁業船が１隻となり、その他は駿河湾沿岸での小釣り漁が中心となって

います。 

 

 第２次産業は、建設業、製造業が中心となっていますが、景気低迷の影響を受け、大

幅に落ち込んでいます。 

 

 第３次産業は、卸売・小売業、サービス業が大きなウエイトを占めていますが、これ

は、美しい自然景観や温泉などの自然資源を活かした観光が主要な産業であり、ホテル

や旅館、民宿などの宿泊施設が中心となっています。しかし、長引く景気の低迷やレジ

ャー志向の変化から、厳しい環境となっています。 

 

 いずれの産業においても、若者の減少に伴う労働力の高齢化と後継者不足を、どのよ

うに解決していくのかが課題となっています。 
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(単位:人、％)

男 女 計 構成比

1,922 1,694 3,616 100.0

139 50 189 5.2

農業 50 37 87 2.4

林業・狩猟業 4 0 4 0.1

漁業・水産養殖業 85 13 98 2.7

477 206 683 18.9

鉱業 16 2 18 0.5

建設業 238 33 271 7.5

製造業 223 171 394 10.9

1,304 1,437 2,741 75.8

卸売・小売業 264 341 605 16.7

金融・保険業 4 38 42 1.2

不動産業 11 8 19 0.5

運輸・通信業 120 24 144 4.0

電気・ガス・水道業 5 1 6 0.2

サービス業 804 982 1,786 49.4

公務 96 43 139 3.8

2 1 3 0.1

資料:平成27年国勢調査
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資料:国勢調査
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長泉沼津I.C新富士I.C

第６節 交通 

 陸上交通は、町内に鉄道がなく、道路は国道 136号が、北は三島・伊豆市方面へ、南

は松崎町へと海岸線を通っており、住民の暮らしと本町を訪れる観光客の重要なルート

として、大きな役割を果たしています。主な他の路線として、町の東西を結ぶ主要地方

道伊東西伊豆線、一般県道仁科峠宇久須線があります。 

 

 国道 136号の整備は毎年進んでいますが、夏の観光シーズンやゴールデンウィークの

交通渋滞は依然として解消されておらず、課題となっています。しかしながら、高規格

幹線道路である伊豆縦貫自動車道とそのアクセス道の実現により、都市部からのアクセ

スは大幅に良くなっています。 

 

 主要地方道伊東西伊豆線や一般県道仁科峠宇久須線は、急峻な山間地を通っており、

一部では待避所の整備や道路の拡幅などの整備が進められていますが、いまだに道幅の

狭い箇所が多くあります。また、災害が頻繁に発生しており、生活幹線道路や観光基盤

としての機能を十分に発揮できているとは言えず、早急な整備が待ち望まれています。 

 

 海上交通は、駿河湾をフェリーが運航し、 

清水港と土肥港との航路で結ばれており、 

主に観光客の足として利用されています。 

しかし、近年は伊豆縦貫道の延伸をはじ 

めとした道路状況の改善などにより、陸路 

でもフェリーと大差ない移動時間となった 

こともあり、利用者が減少するなど、当航 

路の存続が危ぶまれましたが、生活や観光 

のみならず、災害時などにおける物流や避 

難の大事なルートとしての活用が期待され 

ており、運航継続に向け、関係地域が一丸 

となって支えていく必要があります。 

  



11 

 

666 516 462 330 257 195 153 125 101 77 57

3,661 3,499

2,931

2,443
2,001

1,599
1,194

914 739 605 485

3,907 3,857 3,695
3,261

2,835
2,460

2,153
1,813

1,484
1,200

963

8,234
7,872

7,088

6,034

5,093

4,254

3,500

2,852

2,324
1,882

1,505

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2015

(H27)

2018

(H30)

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

町の将来人口推計
年少人口(0～14歳)

生産年齢人口(15～64歳)

老齢人口(65歳以上)

合計

推計値 (国立社会保障･人口問題研究所公表値)

人

第３章 西伊豆町の主な課題 

 

第１節 人口減少・少子高齢化社会への対応 

 本町の人口は、若者世代の進学や就職を目的とした転出が多くなっているなどの理由

により、昭和 35 年以降は人口の減少が続いています。人口構成比で見ると、老年人口

（65 歳以上）が、平成２年以降は年少人口（0～14 歳）を、平成 27 年には生産年齢人

口（15～64歳）を上回っており、高齢化率は全国や県の平均を大きく上回る状況となっ

ています。 

 住民アンケートの調査結果からも、多くの住民が人口減少への不安と、まちの活力低

下を感じている状況がうかがえます。本町では、子育て支援策として、高校生までの子

どもの医療費助成や高校への通学費助成など、積極的な取り組みを進めていますが、よ

り一層の子育て環境の充実や、新たな産業の創造による雇用確保、住環境の整備など、

若い世代をはじめとする多様な世代が「住み続けたい」「住んでみたい」と思える、魅

力あるまちづくりを推進することが求められています。 

また、超高齢化社会のなか、高齢者が安心して暮らせるまちとするためには、福祉や

介護サービスの適切な提供に加え、地域の支え合いなどにより住み慣れた地域で住み続

けることのできる仕組みづくりや、生きがいを持って地域で活躍できる機会の充実など

が必要になっています。 

 

  

資料：(2015)国勢調査／(2018)住民基本台帳／(2020～)国立社会保障・人口問題研究所公表値 
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資料：国勢調査 
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人

第２節 地域産業の活性化 

 人口減少に伴い、就業人口も減少しており、平成 17 年度から平成 27 年度までの 10

年間で、4,975人から 3,616人へ 1,359人（約 27%）減少しています。同じ 10年間を産

業分類別で見ると、第１次産業の就業者数は 175人（約 48%）、第２次産業は 393人（約

37%）、第３次産業は 786人（約 22%）の減少と、いずれの産業でも深刻な後継者不足か

ら大幅な減少となっています。 

本町の基幹産業である観光業は、豊かな自然の魅力などにより多くの観光客が訪れて

いるものの、景気低迷や旅行形態の変化、観光ニーズの多様化等により、宿泊客数の低

迷が続いています。観光業を持続していくためには、世界にアピールできる観光地づく

りを図るため、新たな魅力や価値の創出が求められます。 

 また、後継者不足を解消するため、新たな担い手の確保・育成による地域産業の活性

化を図ることが急務となっています。 

 

 

  

資料：静岡県観光交流の動向 
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(単位：百万円)

(単位：％)

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化したもので、資金繰りの程度を示

す指標ともいえます。

経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るもので、比率が高いほど財政構

造の弾力性が失われていることを表しています。

標準的な行政需要に自主財源でどの程度対応できるのかを示したもので、指数が高いほど財源に余

裕があるといえます。
※1　財政力指数

※3　実質公債費比率

※2　経常収支比率

～　財政状況の推移（一般会計）　～
(単位：百万円)
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第３節 財政状況 

 平成 22 年度から平成 29 年度までの財政状況をみると、歳入は約 16 億円、歳出は約

14億円の増となっています。 

歳入のうち自主財源である町税収入は、年々減少しています。平成 25 年度からふる

さと納税(※)によりその他の収入は伸びていますが、平成 30年のふるさと納税制度改正

などによる影響等もあり、伸び悩んでいる状況です。 

 今後、生産年齢人口の更なる減少などが見込まれるため、町税収入の伸びは期待でき

ない一方で、医療や介護、福祉など扶助費の増加に加え、合併特例事業債の元金償還な

どにより公債費の増加が見込まれるため、財政健全化が大きな課題となっています。 

 

 

 

 

 

  

資料：西伊豆町財政状況資料集    
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資料:町勢概況　
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第４節 農地の放棄、森林荒廃への対応 

 本町の農業は、主にわさびや花卉など、本町の地形や気象条件にあった地域特産品を

中心に営まれています。しかし、地形の制約を受け農業経営規模も零細なことから、他

産業と比較して所得格差も大きく、後継者不足となっています。このような状況から農

業従事者の高齢化等により、農地の耕作放棄地が年々増え、担い手不足が深刻化してい

ます。今後、農業従事者の負担軽減や農業に意欲のある新規就農者の拡大に向け、効率

的な農業経営の確立や農地の有効活用を図ることが求められています。 

 林業についても、外材輸入による国産材低迷により、採算が悪化し、林業は衰退の途

をたどっていることから、山に手が入らず、森林の荒廃が進んでいます。森林の荒廃は、

地域の環境や景観、防災面にも悪影響を及ぼすことから、森林が本来持つ水源涵養機能

や生態系維持機能等に着目しつつ、魅力ある産業としての施策を進めることが求められ

ています。 

 

 

第５節 災害への対応 

 本町は、天城山系を背にひかえ、海岸に迫る急峻な山々から成る急傾斜地が多く、

南海トラフ巨大地震などの大規模災害、台風や集中豪雨などによる水害や土砂災害の

被害を受けやすいと危惧されています。また、非常備消防については、若年人口の減

少により消防団員の高齢化が進み、団員定数の確保が難しい状況となっています。 

 今後は、津波避難タワーなどの防災施設や組織体制の整備など、地域の特性に応じ

た防災・減災対策の充実・強化や、消防分団の再編成や機能別分団の充実などによる

消防力の強化が求められています。 

 

 


